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学校健康教育課長
松川　憲行

211 134

－ 129

健やかな体の育成及び学校安全の推進

関係する計
画、通知等

学校給食法第10条
・食育推進基本計画（平成18年3月31日食育推進会
議決定）
・教育振興基本計画（平成20年7月1日閣議決定）

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

栄養教諭を中核とした食育推進事業

スポーツ・青少年局

一般会計

担当部局庁

執行額 －

①については、委託事業終了時に事業収支決算書及び添付書類（収支簿、見積書、納品書、請求書）を提出させるとと
もに、実施地域を抽出した実地調査において執行状況の把握を行っている。また、事業の実施状況については、各地
域の取組状況をまとめた中間報告書、結果報告書を作成している。
②については、委託事業終了時に事業収支決算書及び添付書類（収支簿、見積書、納品書、請求書）を提出させ、執
行状況の把握を行っている。

総事業費(執行ベース) －

①については、全国64箇所において、給食の時間をはじめとする地域や家庭と連携した体験活動、料理教室、給食試
食会、食育講演会などを行った。
②については、平成19，20年度に文部科学省で実施した食育推進事業について、アンケート調査により事例収集・分析
をおこなうとともに、事業終了後も継続した取組が行われている地域に対してヒアリング調査を行った。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）
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１．事業評価の観点 ：この事業は、栄養教諭を中核とした各般の取組みを通じて、学校における食育の推進を図ることを目的とし
たモデル事業である。

２．所　　　　　　　 見 ： ①食育の推進に関する一連の事業については、昨年１１月の事業仕分けの対象とされており、平成２２年
度予算において、当該仕分け結果や予算執行状況を反映させた形で見直しを行っている。
②様々な知見が蓄積されていると考えられることから、成果の普及に一層努める必要があるとともに、対象箇所数等の絞り込みを
行うことにより、予算を縮減すべきである。
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　執行状況及び事業仕分けの結果等を踏まえ、２２年度予算及び事業実施へ反映している。今後は、額の確定時の実
地調査の箇所数を増やすとともに、事業途中においても実施地域の取組状況を視察するなど、きめ細かい支出状況の
把握を行うことを検討したい。

事業番号 0102

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成２１年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　健全な食生活は人が生きていく上での基本であり、児童生徒の学力の向上や心身の安定にも不可欠なものである。
このため、学校における食育の推進を通して、子どもに食に関する正しい知識や望ましい食習慣、食を選択する能力を
身に付けさせる。また、食を通じた地域等の理解、食文化の継承、自然の恵みや勤労の大切さなどの理解を図る。

執行率 － － 61.0%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①各都道府県に推進地域を設定し、栄養教諭が中核となり、学校における食育を推進する上で課題となっているテー
マを抽出の上、家庭や地域の団体（ＰＴＡ，生産者団体、流通業者、栄養士会等）と連携・協力して、課題を解決するた
めの実践的な取組を行い、事業実施の成果を推進地域内外に広く周知・普及させる。
②また、食育推進事業の取組について収集・分析・効果の測定を行う調査を行う。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省　１２９百万円

【Ａ】地域食育推進
事業

46百万円
教育委員会（全17

機関）

　　　【Ｃ】事業成果等に関する調査
　　　　　研究事業：13百万円
　　　　(財)日本システム開発研究所

【公募・委託】

　　　【Ｄ】地域食育推進事業：32百万円
　　　　　　教育委員会（全４２機関）

【再委託】

職員旅費　  　　０．１百万円
委員等旅費 　　０．１百万円
教職員研修費　１．３百万円

を含む

【公募・委託】

・各県・市町村において，栄養教諭を中核と
して家庭や生産者，PTAなどの地域の団体
と連携・協力し，各地域の抱える食育推進上
の課題の解決に取り組む。
 また、事業の成果を広く周知・普及する。

・文部科学省で平成19，20年度に実施し
た食育推進事業について、事例の成果
を収集・分析するとともに、事業終了後も
継続して取組を行っている地域へのヒア
リングを行う。

・　各市町村・地域において、家庭・地域
と連携・協力し，学校教育活動，体験活
動，家庭への啓発等を通じて，各地域
の抱える食育推進上の課題の解決に取
り組む。

栄養教諭を中核とした食育推進のための実践的な取組について、全国で
展開する事業を地方自治体に委託して実施する。また、事業の分析・効
果測定等を併せてシンクタンク等に委託して行う。

【Ｂ】地域食育推進
事業

68百万円
教育委員会（全47機

関）

（北海道教育委員会の例） 文部科学省

【Ａ】北海道教育委員会　５百万円

【公募・委託】

【公募・再委託　全６市町教育委員会　４百万円】

【Ｄ】札幌市
0.8百万円

長沼町
0.8百万円

平取町
0.7百万円

中頓別町
0.7百万円

余市町
0.7百万円

石狩市
0.6百万円



※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合がある。

0計 0.8 計

印刷製本費 パンフレット作成

消耗品費 コピー用紙等 0.2

0.3

借損料 会場借り上げ 0.1

旅費 先進地視察旅費等 0.1

使　途
金 額

(百万円）

諸謝金 会議出席謝金等 0.1

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

0

D.札幌市教育委員会 H.

計 12.7 計

その他 役務費、印刷製本費、諸謝金等 0.4

消費税相当
額

－

旅費 調査旅費等 0.5

0.5

一般管理費 － 1.1

人件費 調査員研究・業務費 10.2

Ｃ.(財)日本システム開発研究所 G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 4.0 計

その他 会議出席旅費等 0.1

印刷製本費 リーフレット印刷費等 0.2

消耗品費 カロリーカウンター等 1.5

諸謝金 学校教育田維持管理謝金等 2.1

B.新潟県三条市 F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0計 5.4 計

その他 会議出席謝金等 0.1

印刷製本費 報告書作成費 0.4

再委託費 再委託先への支出 4.3

旅費 会議出席旅費等 0.6

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

A. 北海道教育委員会 E.



Ａ：栄養教諭を中核とした食育推進事業（地域食育推進事業）

支出先 支出額(百万円）

1 北海道教育委員会 5

2 山梨県教育委員会 5

3 徳島県 5

4 愛媛県 5

5 宮崎県 3

6 大分県 3

7 高知県教育委員会 3

8 京都府教育委員会 2

9 岡山県教育委員会 2

10 宮城県教育委員会 2

…　　その他 11

46

Ｂ：栄養教諭を中核とした食育推進事業（地域食育推進事業）

支出先 支出額(百万円）

1 新潟県三条市 4

2 秋田県教育委員会 4

3 青森県教育委員会 3

4 静岡県 3

5 読谷村教育委員会 3

6 奈良県教育委員会 3

7 埼玉県上尾市 3

8 福井県 3

9 南大東村教育委員会 2

10 宇都宮市教育委員会 2

…　　その他 39

68

※　表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない

Ｄ：栄養教諭を中核とした食育推進事業（地域食育推進事業）

支出先 支出額(百万円）

1 札幌市教育委員会 0.8

2 長沼町教育委員会 0.8

3 平取町教育委員会 0.7

4 中頓別町教育委員会 0.7

5 余市町教育委員会 0.7

6 石狩市教育委員会 0.6

4.3

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位10機関）

合計

合計

合計
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